Development of "Company Unions" and the Trade Union Movement in the United States by 松田 裕之 & Matsuda Hiroyuki
アメリカにおける「会社組合」の発展と労働組合運
動 : R. W. ダンの所論を中心に
その他のタイトル Development of "Company Unions" and the Trade
Union Movement in the United States
著者 松田 裕之
雑誌名 關西大學商學論集
巻 29
号 2
ページ 117-156
発行年 1984-06-25
URL http://hdl.handle.net/10112/00020754
関西大学商学論集第29巻第2号 (1984年'6月） （117)19 
アメリカにおける「会社組合」
の発展と労働組合運動
―R.W．ダンの所論を中心に—--
松田裕之
I はじめに
本稿は，その表題に示されているように， 1920年代のアメリカにおける労
(1) 
務管理の展開を特徴づけた「会社組合」 (companyunion)の実態と本質
(2) 
を，ロバート・ダン (Dunn,Robert Williams)が1927年に発表した，
Company Unions— Employers'Democracy— ,Vanguard Press.と
Americanization of Labor— The Employers'Offensive Against the 
Trade Unions— ,International Publishers (Chapter VI "The Company 
(3) 
Union”)．に依拠して解明することを目的としている。ここで特にダンの研
究を取上げる理由の中心をなしているのは，筆者のアメリカ労務管理の史的
(4) 
研究の一環として，それが次の如き特徴を具えている点に注目したことにあ
る。すなわち，ダンは，「会社組合」を「労働組合に対して使用される『新
しい策略』 ("newertactics”)のうちで最も重要なもの」（③ P.127.）と捉
えたうえで，労働奢．労働組合の観点からその労務支配の機構としての特性
および矛盾を徹底的に暴露し，それと同時にこのような形での資本による支
配・抑圧に抗してアメリカの労働組合運動の進むべき道をも具休的に提起し
たのである。
ところで，労働組合は，本来，「組織された労働者の最大にして最強の抵
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抗尿lという性格を有している。そのために，労働組合組織の一定の成熟度
に対応して，それへの対策が労務管理「領域」において重要な比重を占めて
くることとなる。とするならば，労働組合が，労務管理ならびにその具体的
諸制度の展開にとっての有力な規定的条件である，ということもできるだろ
う。このことは，当然労務管理の研究方法にも反映してくるのであって，た
とえば労務管理を歴史的に研究していこうとする場合，その対象とする歴史
的段階での労務管理と労働組合との相互関連性ー一労務管理が労働組合に与
える影響，あるいは逆に労働組合の発展が労務管理に及ぽす作用—に目を
(6) 
向けることが要求されるのである。
こうした意味から，先に指摘したような特徴をもつダンの2つの著作は，
1920年代におけるアメリカの労務管理を研究する立場から多くの人々によっ
て，しばしば引用されており，必読の書となってきた。とはいえ，そうした
引用は多くの場合，部分的なものに限られているので，ここでは，かれの． 
「会社組合」に関する所論の全休像を要約的に紹介しながら，それに若干の
検討をくわえることにしよう。
I[ ダンの基本的視座
本章では，ダンが自らの「会社組合」論において，一貫してとる基本的な
視座を， 1920年代アメリカの労資関係の推移とのかかわりから明らかにした
¥,、
C゜ompany Unio加の序文 ("Introduction”)を執筆した， LaborAge誌
編集者，バデンツ (Budenz,Louis Francis)は，ダンがアメリカの労働運
動の発展に並々ならぬ関心を抱いていることを紹介した後，かれが「労働徊． 
の観点から会社組合の分析を行っている（傍点は引用者による）」（①vi)こ
とを指摘している。ちなみに，ダンの基本的視座は，かれ自身による次のよ
うな「会社組合」の定義から一層明瞭となろう。
「会社組合は，真の団体交渉とはことなって，独自に労働組合を組織している労
働者の圧力によって生まれるものではない。それはあくまでも経営者の手で創設さ
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れる。いくつかの例外はあるが，それは一工場あるいは一企業の枠をこえて事実上
いかなる労働者組織とも関係をもっておらず，その点では，いかなる経営者とも関
係をもっていない。会社組合は，特定の工場とか経営といった範囲内で，労働者集
団を統御するのに使用される経営者による仕掛け (devices)のひとつである」（①
pp.4-5.)。
すなわち，ダンによると，「会社組合」とは「使用者が『労働リーダー』
("labor leader’')の役割をはたす組合」のことであり，本質的には「アメ
リカ労働組合運動攻撃の一方式」（① ii.）なのである。ゆえに「会社組合」
は，
「あたかも真正の労働組合 (realunion)に「かわるもの」 ("alternative”)で
あるかの如き形をとるために…〔労働組合に対して使用される〕他の策略 (tactics)
以上に，真正の労働組合にとっては決定的な脅威となるのである」(@p.127.）。
それでは，ダンが「会社組合」に対して，このような隠識をとるに至った
背景には，いかなる歴史的状況が存在していたのだろうか。これを知るため
に，われわれは1920年代におけるアメリカの労資関係の趨勢を概観し，その
なかで「会社組合」の占める位置を明らかにせねばならない。
まず注目すべきは，第一次世界大戦終結後の1919年から翌20年にかけて展
開された大鉄鋼争議 (GreatSteel Strike)を筆頭とする大規模な労働攻勢
(7) 
であろう。これに対して，アメリカの資本家階級は，大掛かりなオープン・
(8) 
ショップ運動 (open~shop drive)で応戦したが，これは当時アメリカ全土
を席巻していた反共ヒステリー状態の醸し出した社会的組合忌避感情，時の
共和党政府による親ビッグ・ビジネス政策 (Pro-Big Business Policy)な
(9). 
どの要因と密接に絡みあって，アメリカの労働組合運動に一定の打撃を与え
ることとなった。
このような過程において一連の労働攻勢を撃破した資本家階級は，続く
1920年秋からの約1年にわたる戦後恐慌と，それを克服すべく試みられた
「産業合理化」運動の中で，労働者に対する安定的な支配を回復する必要に
迫られる。いうまでもなく，「産業合理化」運動の中心的課題は，最大限の
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生産 (maximumproduction)の達成にあったから，労働者による労働争議
は当然この課題の解決に向けての努力を阻害するものと見散されたのであ
(10) 
る。とはいえ，すでにこの時期，いわゆる「革新主義時代」 (Progressive
Era)における政治活動の展開，続く第一次大戦下での戦時産業委員会への
積極的な参加を背景に，アメリカの労働組合の社会的地位が飛躍的に上昇し
(11) 
ていた事実を考えると，アメリカの資本家階級による伝統的な武力や暴力を
駆使した「組合つぶし」戦術では，たとえ労働組合の影響力を企業内から排
除できたとしても，そこでの労働者の忠誠心を確保し，かれらを生産能率の
向上に協力させることが，きわめて難しくなるであろう。
ここに資本家たちの間で，労働組合にとって代るぺき何らかの形での「労
働者組織」が是非とも必要である，との駆識が生まれてきたのである。だ
が，この場合に「労働者組織」を貫く原理は，一面で労働者の集団としての
取扱いを全く否定してしまわないものの，それを企業から独立した自主的な
労働組合としてはいささかも承聡しないこと，•これである。つまり，その
「組織」は，労資間の安定を崩さない範囲内で，労働者の要求を吸収する
が，基本的には労働組合のもつ自主的な交渉機能を吸い上げて，労働組合の
存在意義を事実上無内容化することを意図するものである。かくして，「会
社組合」こそ，「組合を否定したり，それを無用として消減をまつのではな
(12) 
く，組合を無害にし，あるいは逆に利用する」ために資本側の打ち出した20
年代における労務支配の歴史的形態であったというべきだろう。ここに，
「会社組合」は，資本側が労働者に対する安定的な支配を維持していくのを
助け，労資関係における資本の攻勢に大きな貢献をなしていくのである。表
-1は， 1920年代における「会社組合」と，労働組合運動の中心であったア
メリカ労働総同盟 (AmericanFederation of Labor:以下， AFLと略記）
の加盟組合員数の推移を示しているが，それによると， 1919年に326万人で
あった AFLの組合員数が， 1926年には280.4万人と約45.6万人減少したの
に対して，同時期における「会社組合」員の増加数は96.5万人にも達してい
るのである。このように，労働組合員数の減少と「会社組合」員数の増加が
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表ー1 会社組合組織人員と労働組合組織人員の推移 (191~~1928)
I 1919 | 1922 | 1924 I 1926 | 1928 
会採用社企組業合数 1 1451 385 421 4321 399 
会社組合数 1961 7251 814 913 869 
労会社働者組合数包含① I  404.000 I 690,000 I 1,241,000 I 1,369,000 I 1,748,000 
饂含労働者塁 I 286.000 I 551,000 128.000 I 179,000 
禽嗜組合員 4.125.000 I 4,027.000 I 3,531,000 I 3.502.000 I 3,480.000 
A合F員L数傘下組 3,260,000 I 3,196,000 I 2,866,000 I 2,804,000 I 2,896,000 
A合F員L数傘増下減組 I -I -64.000 I -330.000 I -62.000 I 92,000 
①I③XlOO 9.8 . 17.1 35.1 39.1 44.5 
（％） 
数非農(1業,0労00働人）者⑧I 25,7541 25,8271 28.040 I 29,891 30,000 
③／③xlOO 16.0 I 15.6 12.6 11.7 11.6 
（％） 
①／⑧XlOO 1.5 2.8 4.4 ¥ 4.6, 5.8 
（％） 
（出所） Daucherty,C. R., Labor Problem in America~ Industry, 1941, p. 643; 
Commons, J. R., History of Labor in the United States, 1896-1932, 
Vol. II, 1966, pp. 349-352; Troy, L., Trade Union Membership, 
1897-1962, pp.1-2,；津田真激「アメリカ労働運動史」総合労働研究所，
1972年． 173ページより作成。
鮮かなコントラストをなしていることは，アメリカの労働者一一組織労働
者・未組織労働者を問わずー~「会社組合」を通じて資本の統制下に次第
に包摂されていったことを，われわれに示している。しかし，こうした危機
的状況に直面しても，当の労働組合ーー特にその中心たる AFL—自休
が，この資本側の「新たな策略」に対して何ら有効な対応も行えず，その勢
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力を急速に喪失していったのである。これについての詳しい検討は後章に譲
るとして，かかる事態が，かねてよりアメリカの労働組合の発展に深い関心
を寄せていたダンをして，労働側の観点に立脚した「会社組合」の批判的研
究へと向かわせたことは想像に難くないであろう。かくて，ダンは，自らの
研究の目的を次のように規定する。
「進歩的な労働組合 (progressivetrade union)に，会社組合の危険性を知らし
め，その意義・目的・実態，さらにはその進展に対処するための幾つかの方法を提
示する……。そのために，硯在活動中の会社組合を取上げ，これらの下で労働者が
いかなる行動をとっているのかを記述する」（① ii.）。
さて，ここまでみてきたような視座と目的をもって試みられたダンの研究
に対して，バデンツは，以下のような評価を与えている。
「概していうと，「産業におけるこの新しい構想」 (the"new idea in industry") 
に対するダン氏の批判は，かつてのコロラドでのロックフェラー産業民主制に関す
(13) 
る詳細な検討のなかで，ラッセル・セージ財団のおこなった批判よりも，いっそう
決定的かつ完全である。……公正な心をもつ人であれば，本書ー読後，会社組合が
たんに美化され装飾された反労働組合的「オープン・ショップ」にすぎないことが
おわかりになるだろう」（① ix-x.）。
以上のことを念頭に置いて，次章からは，ダンの所論の具体的な内容へと
検討を進めていこう。
皿 「会社組合」の本質について
ダンの「会社組合」論の基礎となっているのは， 1920年代に実際に活動し
ていた「会社組合」の個別的な事例研究である。それらは， Company
Unionsに収録・紹介されている。このような事例研究の意義についてダン
は，「会社組合の目的と意図は，個々の事例を詳細に検討し，そこでの労働
者の経験を重要視することによって最も明白にできるであろう」（① p.24.)
と語っている。
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ちなみに，かれは，使用者が一般に主張する「会社組合」導入の動機を以
下の4点にまとめている。
(lJ 管理者と従業員の間の情報・意見・願望の交換のためのコミュニケーショ
ン系路の開発。
〔2J 個人的あるいは集団的な誤解・不平・苦情の調整。
〔3J 賃金・労働時間およびその他の雇用諸条件に関して団体交渉の手続を提供
すること。
[4J 従業員教育(Rp.137.）。
そして，ダンは事例研究をつうじて，これらの導入動機が建前にしかすぎ
ないことを明らかにしていく。しかし，ここでは，各々について詳細な検討
をくわえる余裕がないので，そのうちでの主要な企業の名称を列挙するにと
(14) 
どめておこう。
グッドイヤー・タイヤ会社： A•C ・ローレンス皮革会社： 4L 計画（製材業）・・
イーストマン・コダック会社（電気製品） ：ゼネラル・エレクトリック社シェネク
タディー工場（同前） ：ウェスチング・ハウス会社（同前） ：インターナショナル・
ハーベスクー会社（農機具）：ホルストマン・アンド・ハフマン会社（繊維） ：アモ
ースキーグ製造会社（同前） ：パシフィック・ミルズ（同前） ：カリフォルニア・シ
ェル石油会社：ニュージャージー・スタンダード石油会社：コロラド燃料・鉄鋼会
社：ベスレヘム製鋼会社：インクーポーロー電鉄会社：プルマン鉄道会社：ペンシ
ルヴァニア鉄道会社：グレート・ノーザン鉄道：サンタ・フェ鉄遣：ユニオン・パ
シフィック鉄道：ヴァージニア鉄道（以上）。
ブラン
これらの企業での「会社組合」制度に対して，ダンは， 3つの側面から検
ブラン
討をくわえている。第一に，制度がどのようにして導入されたのか，第二
ブラン プラン
に，制度と労働組合との関係はどのようなものか，第三に，制度のもとでは
労働者の力にどの程度の制限がくわえられるのか，である（① P.24.）。検討
後，かれは「会社組合」が一般的に以下のような反労働者・反労働組合的な
特徴を具えていることを明らかにしている。
第一の側面に開していうと，「会社組合」はそのほとんどが労働スパイ請
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負機関と密接な連携のもとに導入・維持されている。様々な産業における多
(15) 
くの大企業が，これらの機関の力を借りているのである。「一部の比較的リ
ベラルな企業経営者層が労働スパイ制度を憎悪していると宣言していたとは
ブラン
いえ，多くの会社組合制度が私立探偵社や『労資協調局』 (industrialhar-
monization bureaus)の隠密裡の活動をつうじて導入されていることは動
かし難い事実」（①P.155.)であった。
第二に，各企業は「会社組合」にとっての完全なるクローズド・ショップ
(100 per-cent closed shop)を実現するために，あらゆる手段を駆使する
のだが，なかでも黄犬契約 (Yellow-DogContract)が有効な方式としてし
ばしば用いられる。すなわち，企業は，労働者を「会社組合」に縛りつけて
おくために，かれらに「会社組合にのみ所属し，他のいかなる外部の労働者
組織にも属さない」旨の契約書に署名させる。このような黄犬契約を使用す
る企業は，企業と「会社組合」との間で交わされる契約に従うことを拒否し
た従業員を解雇してきた。こうしたことから，黄犬契約は，脆弱な「会社組
合」を温室内に保護する目的で冷徹な企業によって使用される重要な防衛策
(16) 
に他ならないのである（① p,167.）。
第三の側面だが，「会社組合」のほかには， その規約の中で「労働組合」
あるいはその他の組織に所属しているという理由からは，労働者に対する差
別待遇を決して行わないと述べているものもある。しかし，このことは，上
の記述からも明らかなように，事実とかけ離れているのである。実際，労働
組合員が「会社組合」の下で，工場を組織化するために仲間の労働者の加入
を求めるという本来の義務を果そうとした場合，かれは「トラプル・メーカ
ー」，「扇動者」，「不平分子」等の烙印を押され，企業側の産業心理学者によ
って，職務不適応なる診断を下されたり，降職やレイ＝オフされたり， ある
いは賃金の低い職務に回されているのである。また，雇用および解雇に関す
る権限は，経営者が保持しており，「会社組合」はこのような問題に対して
は全く無力である。したがって，「会社組合の下にいる労働者は， USスチ
ールやフォード自動車会社といった，会社組合の存在しない徹底的で露骨な
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オープン・ショップ工場と同様に，職務について何らの保障も持っていな」
（①pp,168-9.)かったのである。
それでは，以上のような反労働者・反労働組合的特徴を持つ「会社組合」
に対して，労働者およぴ労働組合は実際にどのような異議を唱えているの
か。ダンは，労働組合系新聞に掲載された記事や「会社組合」に所属してい
る労働者との会談から得られた具体的な異議にもとづいて「会社組合」の反
動的特徴を導き出しているが，それらは以下の 8点にまとめることができる
だろう。
〔1〕 会社組合には何らの財政的基盤も交渉力もそなわっていない。それは「組
合」 (union)などと呼べる代物ではなく，むしろ使用者の要求に沿うべく利用さ
れる労働者支配，もしくは労働者管理の一形態である。企業がいかに「団体交
渉」や「集団としての労働者との交渉」を強調したところで，労働者は現実には
個人交渉の場合と同じくらい不利な立場に置かれることになる（① pp,175-6.）。
〔2〕 今日の状況下では，真の意味での団体交渉を行うには，市場・景気変動・販
売・購買等に関する知識をそなえた様々な専門家 (experts)が必要であるにも
かかわらず，会社組合のもとでは労働者がこうした専門家を雇用することは認め
られていない（① p.176.)。
[3〕 ほとんどすべての会社組合にあっては，外部の独立の「労働組合」がその制
(17) 
度に参加することを禁じている。まさに会社組合とは，労働者が全国的な力と連
携をそなえた労働者組織に結集するのを阻止するために使用される道具以外の何
物でもない（①pp,176-7,）。
〔4〕 企業は労働者を会社組合に組織するとき，しばしば労働者を組織化しようと
(18) 
するかもしれない外部の「労働組合」に対する差止命令 (injunction)の根拠に，
こうしたまがいの組合 (thesedummy unions)と企業との間に結ばれた協約を
利用する（① p.177.）。
(5〕 会社組合の交渉範囲は，ほぼ例外なく，ー企業あるいは一工場に厳しく限定
されるために，この範囲をこえてとり決めのなされるべき労働諸条件一ーたとえ
ばー産業レベルでの賃金基準—については何らの決定力も行使しえず，「労働
(19) 
組合」の闘い取った成果をそのまま受け入れる「寄生虫」的存在である（①．P.
178.）。
〔6〕 〔5〕との関連で，労働者の交渉範囲と権限に厳しい制約が課せられているの
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(20) 
に対して，使用者はその産業内の他の使用者たちと全国的な連携をたもっている
（① p.178.)。
C7] 会社組合は，工場内でのひとつの権力としての「労働組合」を志向していな
いだけでなく，立法および政治面における労働組合運動も志向していない。アメ
リカにおける会社組合主義 (companyunionism)の勝利は， ひとつの経済的勢
力としての労働組合を破壊するだけでなく，労働者政党に対する労働者のすべて
の希望を断ち切るのである（① pp.178-9.）。
C8] 使用者は，会社組合を，資本家的経済学や反動的な政治思想を労働者に注入
(21) 
するための最も有効な「教育」機関として利用することを意図している（① p.
179.）。
以上のような労働者・労働組合の唱えた異議から導き出される「会社組
合」の反動的特徴とは別に，ダンは「会社組合がアメリカの労働組合運動に
とって大きなマイナスになるという，われわれの確信をより確かなものとす
る」（①p.179.）として，独自にそれのもつ矛盾点を指摘しているので，以
下にまとめておこう。
(22) 
〔1〕会社組合（とりわけ「合同委員会」型<jointcommitte plan>の場合……
松田）の下では，労働者は自分たちだけの個別の会合を開くことが認められてい
ない。管理者代表をまじえての合同総会を開くに先立っての労働者委員や従業員
代表による個別の会合も禁止されている（① pp.179ー 180.）。このような会合
は，経営者から，労働者の自主性の回復と団結の促進につながり，労働組合運動
へと発展する可能性をもつものと見倣される（③ p.180.）。
C2]〔1〕との関連で，個別の会合が持てないために，労働者たちは自分たちの代
表者に要求や指図を行うことができない（① p.180.）。
〔3〕企業がいかに「公明正大」であることを強調しようとも，従業員代表へのワ
イロや特別な報醗の提供は否定しがたい事実である（① p.180.）。
〔4〕会社組合が通常取扱う議題は，些細な苦情，レクリエーシ ョン活動，安全，
無駄防止等であり，レイ＝オフ，解雇，昇進，職務分析といった重要な問題はそ
(23) 
こには含まれていないのである（⑨ p.139.）。
C5]会社組合の下では，議題がいかなるものであろうとも， 労働者は審議・討
論，あるいは勧告・提案を行う権利しかもっていない。最終的な決定権や拒否権
（以）
は，会社幹部が握っており，それは絶対的なものである（① p.181)。
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C6〕その他次の点を指摘しうる。第ーに，従業員代表を選ぶ権利は，いわゆる会
社に「忠実な」特定の労働者にしか与えられないこと，第二に，会合は常に会社
側の支配下で行われ，労働者は協調的な「大家族」的雰囲気を混乱させないよう
にふるまわねばならない状況のもとにおかれること（① p.182.）。
さて，これまでみてきた部分は，ダンの「会社組合」論の中でも大いに注
目すべきところであろう。というのも，現在に至るまで，これほど徹底した
形で「会社組合」の反労働者・反労働組合的性格を追求・暴露した研究は見
当らないからである。しかも，その基礎となっているのは，当時活動してい
た「会社組合」の事例研究であった。事例研究については，すでにミラー
(Miller, Earl J.）が1924年に発表しているが，それは使用者への質問表に
もとづいて「会社組合」の形態・運営方法を紹介することを中心的課題とし
(25) 
た，その限りではたんなる調査書的研究にとどまっていたのである。これに
対してダンは，労働者・労働組合の立場にたつことを最初に明確にし，そこ
から「会社組合」の労務支配政策としての本質に迫らんとした。このこと
は，かれが「会社組合」を「真正の労働組合 (realunion)を工場外に追放
し，他方，世間に対しては企業が『団体交渉を維持しているかのように見せ．． 
かける手段」（③ P.129)と規定し，使用者がそれを導入する真の動機を明
らかにしたことにあらわれているだろう。それは次の4点にまとめられる。
〔1］ 「労働組合」を相殺すること。
(2〕労働者に実体のない「みせかけの団体交渉」をもたせて， 「経営に参加して
いる」かのように思わせ，その実は公然たるオープン・ショップ関係に労働者を
置いておくこと。
[3] 企業に対する労働者の「忠誠心」を維持すること。
〔4〕会社組合を通じて，労働者に賃金削減・スビード・アップ計画の承認を押し
つけること（② p.138.）。
ところで，ダンが「会社組合の進展に対処していくための方法を『労働組
合』に提示する」のを，研究のひとつの重要な目的としていたことに，ここ
で注意すべきであろう。「会社組合」のまがうことなき反動的性格が暴露さ
れたいま，それに対してアメリカの労働組合運動が現実にいかなる対応を行
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っているのか，また「会社組合」の脅威を克服するために労働組合はどうい
った具休的戦術に訴えているのかについて論及することが必要となってくる
のである。
すでに指摘したように，労働組合の発展とともに，やがて，そのことが労
務管理施策の具休的内容と性格を規定する有力な条件となるのであるが，こ
のことから「労務管理の展開を労働組合との対応関係を基軸的な分析視座」
として把握しようとするわれわれにとっては，「会社組合」と労働組合とを
直接に対照させて論じている部分こそは，ダンの所論のうちでも核心をなし
ていると見倣すことができよう。したがって，この部分については章を改め
た検討をくわえることにしたい。
w 「会社組合」と労働組合
これについての本格的な検討に先立ち，ダンは次のような問題提起を行っ
ている。
「労働組合は，会社組合に対して何を為してきたのか。労働組合は，企業とその
お気に入りの評議会，委員会，協会（すべて，会社組合を指す•••松田）にうち勝つ
のに最善をつくしているのか。その場合の労働組合の戦術とはいかなるものなの
か。
これらの問題に解答を与えることは，アメリカ労働組合運動および今日の労働組
合のリーダーシップに対する率直な批判にもつながるのである） （①P,.184.）。
当時，アメリカ労働組合運動の中心であった AFLは，第一次世界大戦終
結後の1919年，アトランティク・シティー大会で最初の「会社組合」反対声
明を発表した。さらに1920年6月のモントリオール大会では，「会社組合」
が団体交渉の代替物であり，労働組合の排除を目的として導入されるもので
(26) 
あることが明確にされた。しかし， AFLによるこれらの反対声明と傘下組
合員への「会社組合」加入拒否の呼ぴかけにもかかわらず，すでに表ー1に
示した如く，「会社組合」は1920年代に急速な発展を遂げ，逆に AFL組合
員の一部がそれに吸収・包摂される結果となったのである。
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ダンは，’かかる結果こそ， AFL労働組合幹部が「会社組合」による攻撃
的な労務管理施策についての十分な萬識をもっていなかったことに起因する
ものであるとして，そのことを裏付ける組合幹部の言葉を紹介している。
「会社組合のもとで活動している労働者も早晩痛い目にあって失望することだろ
う。かれらは，その制度がもっばら自分たちをあざむくことを意図していること，
会社組合からは何らの実質的な保障も得られないこと，会社組合が労働組合に全く
及ばないことに気付くであろう。そして，かれらは，われわれのもとに戻ってくる
だろうし，以前は労働組合主義者ではなかった者たちも突然，事の道理がわかり，
真正の労働組合に同調するであろう。その間，われわれはじっと腰を落ちつけて，
成行きを見守るだけでいい。特別な戦術など必要ない。会社組合は消減し，われわ
れがその領域を獲得することになるだろう」（① p.185.）。
かかる安易かつ楽観的な観測は大多数の労働組合幹部に共通するところで
あったが，その背後には「会社組合」の特徴・性格についてのかれらの無
知・無関心が港んでいたのである。ダンによると，かれらに「会社組合」に
関する質問を行った場合，大方の者は「まことに残念だが，自分の産業内の
会社組合についてはよく知らない」と返答したのである（① P.185)。労働
組合幹部たちは，「会社組合」の設置を，せいぜい労働者たちによる工場民
主化の要求に抗しきれず，資本家が旧態依然たる経営態度や組織を修正して
(27) 
もち出してきたものと考え，その本質を見抜きえなかったのである。このよ
うな無知・無関心からくる「会社組合」に関する誤れる認識が労働組合幹部
に有効なる対応策をとらせなかったのは当然であろう。
だが， 1920年代における「会社組合」の急速な普及の原因を考えるなら
ば，このような労働組合幹部の誤れる認識も皮相的なものにすぎないことに
注意すべきである。ダンは，かかる恩識を労働組合幹部に抱かせ，「会社組
合」の成長をもたらすこととなった最も根本的な原因を， AFLの組織上の
最高原則であった職種別組合主義 (craftunionism)に求めているのであ
る。
まず，かれは，当時 AFL副会長であったウォール (Woll,Mathaw)に
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よる「会社組合」批判を取上げている。 ウォールは，「会社組合」が「信頼
できる」 ("responsible’'）労働組合幹部によっては運営されていない「無責
任な組織」 ("irresponsibleorganizations’')であり，それゆえポルシェビ
ズムの温床となり，ソヴエトの建設にもつながると主張した（① P.186.）。
しかし，この批判が，「会社組合」の労働組合攻撃策としての本質に向けら
れたものではなく，むしろ熟練・不熟練といった職種にもとづく区別によら
ず，企業の従業員を全体として一括してしまう組織機構に向けられていたこ
(28) 
とは明白であろう。かくして，このウォールの批判は， AFLに集結してい
る熟練労働者層の特権意識，かれらの不熟練労働者に対する抜き難い偏見を
あらわしていたのだが，こうしたものこそ，職種別組合主義への固執がもた
(29) 
らす必然的な結果だったともいえるだろう。
ついでダンは， AFL内部に存在した職種的セクショナリズム，傘下労組
(30) 
間の管轄争議が「会社組合」の発展と労働組合の衰退に少なからず寄与して
いることを指摘する。熟練労働者を中心にした排他的な職種別組合主義は，
独占資本主義段階の特徴である大量生産工業の発達とそのもとでの熟練構造
の急速な変化といった事態には適応困難な面をもっていたのである。こうし
た状況のもとでは，
「使用者は，会社組合こそが，すべての労働者を代表しうると率直に主張でき
る。機械工，鋳型エ，鉛管工，鋳造工等々の狭臨な職種別労働組合が非常に高度な
熟練職種の労働者にのみ労働組合加入の機会を提供するにすぎないのに対して，会
社組合は，実際に，全員包括的で「全体的な」組織を提供する。それゆえ「正規
の」職種別労働組合に加入する資格のない不熟練労働者が会社の人事管理部による
「工場組合」 (shopunion)の売り込みに耳を貸すことは驚ろくにあたらない。時
代遅れの構造や別々の協約をもち，つまらないナワバリ争いを行い，組織化問題に
対しても古臭いアプローチしかなしえない，統一性の欠如した労働組合運動は，企
業がその従業員を，会社組合にとりくむことに成功するのに測り知れない貢献をな
したのである」（① p.191.）。
ところで， AFLは「会社組合」の脅威を克服するためにどのような具休
的方策を採用していたのだろうか。最も一般的に採用されたのは，いわゆる
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「内部切り崩し策」 ("borefrom within”)であった。これは，労働組合員．． 
が積極的に「会社組合」に参加し，そうすることによって内部から労働者の
組織化を促進し，同時に「会社組合」を真の労働者組織へと転化したり，ぁ
るいは「会社組合」に対して外部の独立の「労働組合」に対するのと同じ要
求か，従来の要求をはるかにこえる要求を提出し，その欺朧性を暴露すると
いう方式である。だが，この方策も十分な効果を発揮しえなかった。という
のも，「切り崩し人」 (borer)がプラック・リストによって完全に工場から
(31) 
締め出されることがあるし，、また企業が労働組合指導者たちに特別な報醐や
「会社組合」の職場交渉委員 (businessagents)として＇の儲かる職を与え
たり，高いボストに昇進させたりして，かれらから戦闘性や闘争心を奪い取．．． 
り，忠実な企業側人間に仕立ててしまうからである。しかし，それが有効性
を発揮しえなかった一層重要な原因は，やはり職種別組合主義から生じたの
である。ダンは，次のような事実を指摘する。
「労働組合幹部は，会社組合の中に積極的に参加し，それによって労働者の組織
化を促進しようとしたが，その場合にかれらが組織化したのは，せいぜい自分たち
の属している職種の労働者だけであった。結局，とり残された不熟練労働者にとっ
ては，このような組合は，やはり会社組合でしかなかったのである」（① p.190.)。
そもそも個別企業内の従業員全員を包摂する「会社組合」の組織化方式
は，企業内の縦割り支配を強化することによって，労働者の内部から発生す
る意識や要求が企業をこえた階級的利害として形成されるのを防ぎ，個別企
業内の共通利害に同化させてしまう効果を有していた。かたや職種を基礎に
横＝水平型の全国的な組織形成を進める AFLにとっては，工場あるいは職
場レベルで個々の労働者の苦情や要求を処理してい＜機構が必然的に欠如
し，そのため労働者の日々の作業活動に大きな影響を与える福利厚生•安
全・衛生・保険•利潤分配·解雇・昇進等への配慮が十分に払えない結果と
なる。近代的な大量生産工場では，熟練，半熟練，不熟練労働者が混在し，
その結果，そこではもはや職種よりもむしろ工場あるいは職場が労働者の組
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(32) 
織の単位となってこざるをえないのである。 AFLの職種別組合主義への固
執は，．このような趨勢に逆行し，遂にアメリカ労働組合運動全休の停滞をも
たらすこととなった。これについてダンは，次のように述べている。
「ひとつのことは確実である。すなわち，いまだかつて会社組合に対抗し，それ
を克服できた職種別労働組合など存在しないということである。その戦術がいかに
戦闘的なものであっても，このような旧式の労働組合は，会社組合に対する闘争の
武器としてはもはや価値なきものである」（① p.200.）。
それでは，アメリカの労働組合運動が，当時の攻撃的な労務管理施策とし
ての「会社組合」の組織を克服するには，どのような道をとるべきなのか。
ダンは，労働組合運動が旧態依然とした職種別組合主義から脱却し，新たな
組織原則に基礎をおく運動へと自らを進化させることこそ，「会社組合」の
脅威を克服する道であるとした。そのためには，「会社組合」が有効性を発
揮している産業—機械，鉄鋼，電機器具，鉱山，繊維，製材等々ーーと，職
種別組合主義がいまだに有効性を維持して•いた産業一ー建築業や印刷業一一
とが，労働力構成の面において全く異っている点が徹底的に理解されねばな
らない（表ー2は，「会社組合」の最も普及した産業を示している）。すなわ
ち，前者においては生産技術の発展の結果，労働力の大部分が半熟練・不熟
表ー 2 1919~1924年，会社組合普及産業（上位10産業）
産 業 種 |191911922 1192411 産 業 種 11919 11922 11924 
機械•関連産業 I 41 38 34 鉱． 山 10 53 16 
鉄 鋼 20 17 17 織 維 4 30 28 
鉄道設備 , 83 83 製 材 4 238 160 
電機器具 12 7 12 石 油 3 18 19 
造 船 31 ， 6 ゴム製品 1 24 38 
（注）機械•関連産業，鉄鋼，鉄道設備，電機器具は，金属産業の中に含まれてい
た。金属産業全休では， 1919年144件， 1922年207件， 19況年210件となって
いる。表に示した 4産業は，とくに導入件数の多かったものである。
（出所）田島司郎「アメリカ労務管理形成史」ミネルヴァ書房， 1981年， 153~4ペ
ジーから作成。
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表ー 3 会社組合をもつ企業数・組合員数の企業規模別分布状況 (1919~1924)
会つ数社企区組業分合の制全従を業も 1919'l三 1924年
（人） 企業数(%)I会社組合員数（彩） 企業数(%)I会社組合員数(%)
200以下 18 (14.8) 2,000 (0.5) 12 (5.9) 1.589 (0.1) 
200~ 500 26 (21.3) 8,500 (2.2) 37 (17.9) 13,137 (1.1) 
500~ 800 15 (12.3) 9,100 (2.3) 26 (12.6) 16,533 (1.4) 
800~ 1,000 7 (5. 7) 6,200 (1.6) 13 (6.3) 11,273 (0.9) 
1, 000~ 1, 500 8 (6.6) 9,000 (2.3) 26 (12.6) 29,221 (2.5) 
1,500~ 3,000 17 (13.9) 34,200 (8. 7) 28 (13.5) 54,874 (4.7) 
3,000~ 5,000 11 (9.0) 36,000 (9.2) 27 (13.0) 98,146 (8.3) 
5,000~10,000 7 (7. 7) 39,000'(10.0) 17 (8.2) 119,352 (10.1) 
10,000~15,000 5 (4.1) 57,000 (14.6) 10 (4.8) 121,846 (10.4) 
15,000以上 8 (6.6) 190,400 (48.6) 11 (5.3) 711,066 (60.0) 
----?
計 1 122c100.o)J ( I 391,4ooc100.o)I 207(100.o)I 1.177,037(100.0) 
（出所） NICBSpecial Report No. 32. "The Growth of Works Councils in the 
United States", 1925, p. 9.田島，前掲書， 153ペー ジより転載。
練労働者によって占められていた。かれらは，あくまで，鉄鋼労働者，電機
労働者，鉱山労働者なのであって，旧式の熟練戦種にもとづく組織範暗には
含まれないのである。「会社組合」は，ー工場もしくは一部門単位で全労働
者をひとつの集団にまとめるがゆえに，表ー2にあげた，いわゆる「大規模
産業」において普及｀•発展をみたのである（尚，「会社組合」の分布状況を
(33) 
企業規模別にみたのが表ー3である）。このような資本による労働者の組織
化方策に対抗するためには，労働組合も同様にあらゆる労働者を包摂しうる
組織原則を採用せねばならない。また「会社組合」に包摂されている労働者
(company-unionized worker)のなかには，かつての AFL系労働組合員
も多数含まれていたであろう。かれらは，強大な独占的諸企業の力によって
自分たちの職種別労働組合が破捩されていくのを目の当りにしているし，狭
濫なセクショナリズム・管轄争議の繰返しから来る労働組合の衰退も経験し
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てきたはずである。これらの労働者にとっては，もはや職種別組合主義の勝
利を信ずることなど不可能であろう。
以上の検討からダンは，「会社組合」の脅威を克服するためのアメリカ労
働組合運動の究極の道として，「産業別組合主義 (industrialunionism)の
採用」を提起する。そして，これこそ，かれの「会社組合」論の結論をなす
ものなのである。
「硯代のアメリカにおいて，われわれの知っているような熟練職志向の労働組合
主義者は，積極的に組織間の利害の統一を行い，近代的な大規模大量生産工業にお
いても通用するような労働組合をつくりあげない限り，会社組合を攻略しえないだ
ろう。資本家は，熟練・賃金・職種・年齢・肌の色・性別にかかわりなく，ひとつ
の工場の全労働者を組合（会社組合を指す•••松田）に包摂しうる。そして，すくな
くとも，この点においては，資本家の主張は，その組合員を特定の工程，特定の技
能，特定の人種といった具合に制限している労働組合の主張よりもはるかに公正な
響きをもっているのである。会社組合推進者の行う，全員を包摂しうる組織という
主張に対抗する唯一の道は，真正の労働組合の方も同様の主張を行うことである。
狭隣な職種別労働組合が真の産業別労働組合に転化すること，つまり徹底的かつ全
面的な労働者階級の合同 (amalgamation)こそが， 会社組合に対抗するための一
連の運動の第一歩たるべきである」（③ p.146,）。
v むすびにかえて
—総括と展望ー一
以上でわれわれは，ロバート・ダンによる「会社組合」論の全休像を明ら
かにしてきた。そこでは， 1920年代ア・メリカにおける特徴的な労務支配を示
す「会社組合」の実態が，労働者・労働組合との対応関係を基軸的な分析視
座として解明しようと試みられていたのである。もっとも，ダンの研究は，
かかる分析視座に立っていたが故に，「会社組合」自体の制度的特質ー一ーた
とえば，代表者の選挙方式，様々な類型の特徴，苦情処理の手続，協議事項
の内容等々—に関する立ち入った分析は余りなされていない。したがっ
て，「会社組合」の実態といっても，安易な一般化はできないけれども，そ
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れにもかかわらず，どちらかと言えば理論的分析よりも実践的分析に重点を
置く同国の研究視座のなかで，これほどまでに問題の本質を衡いたかれの研
究は大いに評価して然るべきであろう。ここでは，ダンの「会社組合」論か
ら導かれる問題点をとりまとめて，本稿のむすびとしたい。
ダンによると，「会社組合」は，「労働組合に対して資本が使用する新たな
策略」であるが，その基本的な目的は，学資関係を資本家一労働組合という.. 
関係ではなく，使用者一従業員関係として企業内化することにようて，企業
もしくは工場の事実上のオープン・ショップ化を推進することにあった。そ
のためには，職場秩序にそった縦割り型＝垂直型の組織化を進めることによ
って，個別企業内での共通利害に則して労働者の「意識」を形成してゆくこ
とが重要な課題となろう。これが，いわゆる「企業意識」の培養であるが，
1920年代のアメリカにおいてこの課題と不可分に結びついたのが，「産業民
主主義」 (IndustrialDemocracy)の理念であったことに注意せねばならな
い。ダンは，著書 CompanyUnionsの副題に， Employers'Industrial
Democracyをそなえているが，「産業民主主義」自体には直接論及してい
ない。それは一言でいうと，労働者が自らの労働•生活条件を自らで決定す
る，あるいは少なくとも企業家と対等に交渉する権利をもってその決定に参
（糾）
加することを意味するであろう。しかし， 1920年代のアメリカでは，この民
主的思想を先取りし，先手を打った資本家階級によって意識的に歪曲された
形で喧伝されたのである。すなわち， その場合の「産業民主主義」とは，......... 
「会社組合」という擬似的労働組合形態を通じて工場レペルの管理問題に労
働者を「参加」させ（換言すると，そのような自己発現の機会を提供し），
それと引換えに労働者の「企業意識」の向上と生産能率の増進を期待すると
(35) 
いうものであった。
そして，このような「産業民主主義」の理念で武装された「会社組合」
が， 20年代を通じてアメリカの労働者階級のかなりの部分を資本の支配のも
とに統合しえた要因は，熟練労働者本位の狭溢な職種別組合主義を基本原則
とする AFLが主流を占めたアメリカ労働組合運動自体に求められたのであ
38(136) 
る。
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周知のように， 19世紀末以降の大量生産工業の発達，そのもとでの熟練構
造の変化は，旧式の熟練労働者の組織としての AFLの存立基盤を急速に解
体していった。もっとも第一次大戦への参戦による戦時生産体制への移行の
もとで，政府諸機関が労働組合保護政策を推進したことは， AFLを中心と
するアメリカの労働組合運動に非常な前進をもたらした。こうした状況のな
かで，より一層の前進を画して，大戦終結後展開された重要な労働争誤に組
合側は相ついで敗北を喫し，さらに1920年秋から約1年にわたって続いた戦
後恐慌下での資本による「合理化」攻撃のために大打撃を蒙ったのである。
その結果， AFLは運動方針を労資協調路線に転換し，遂には「労働組合こ
そは企業を繁栄させる」といったスローガンさえかかげて，むきだしの労資
・ (36) 
協力路線にまで後退していく。だが，このような機会主義的対応には，当
然，組織内部でも不満・反感が高まってこざるをえなかった。そもそも労資
協調（協力）を基調とするならば，労働組合自体が時としてスピードアップ
(37) 
や労働強化を推進することにもなりかねないし，それだけに組合費負担の必
(38) 
要もほとんどなく，福利厚生施策も整っている「会社組合」の方に労働者が
魅力を感じて，そこに吸収・包摂されていくのも必然的な結果であったとい
える。
また職種別組合主義は，ほんらい半熟練・不熟練労働者の生産過程への進
出に対抗し，熟練労働者の利益を保護するという目的を有しているために，
(39) 
当然，こうした労働者の組織化には冷淡であった。しかも，すでに指摘した
如<,これらの労働者は「職種」という組織単位をもってしては，もはや組
織化されえないのである。結局，かれらは，伝統的なアメリカ労働組合運動
の主流からは排除されざるをえず，その大半が未組織状態に置かれることと
(40) 
なった。けれども，たとえば1919年の大鉄鋼争議で示されたような，かれら
(41) 
の強力なる戦闘性に対して，資本側もかれらを放置しておくのではなく積極
的にその支配下に統合すべきことの必然性を聡識したのである。「会社組合」
は，縦＝垂直型組織形態をとることによって，これらの未組織労働者群をと
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りこむうえで，非常な力を発揮した。正規の労働組合から排除された半熟
練・不熟練労働者は，「会社組合」によってはじめて集団組織としての拠り
所を得たのであり，ここに「会社組合」を通じて企業との協力関係へと統合
(42) 
されていくことになったのである。
ダンは，最終的に，アメリカの労働組合運動が「会社組合」の脅威を克服
する方途として「産業別労働組合主義の採用」を提起したが，それについて
は以下のような説明も可能であろう。
アメリカの資本家階級は，労働組合運動が本格的な発展の緒について以
来，常に「オープン・ショップ」を唱導してきたが，それは本質的には，
「theno-unionman shopであり， Employers'closedshopあるいは，． 
Loyalty closed shopであった。つまり，組合員を職場から締め出し，企業
• • • (43) 
に忠誠な従業員のみを雇用しようというもの（傍点は引用者による）」であ
った。その意味で，「オープン・ショップ」は， 資本による労働者の専制的
支配の足場を準備するものなのである。だが，その支配がいかに強力なもの． 
であろうとも，否，むしろ支配が強化されればされるほど，ますます被支配
側＝労働者側における「民主化」への要求が高まってくることは否定できな
い。繰り返し指摘したように，「会社組合」の意図するところは， 企業・エ
場の「オープン・・ショップ」化にあったのであり，それゆえにこそかかる意
図を，被支配者たる労働者の視野から隠蔽せねばならなかったのである。
「産業民主主義」の理念は， まさにそのr'iい」の役割を担うものであっ
た。まことに，「会社組合」とは， 資本による「上からの欺睛的な民主化」
あるいは「新たな労働者支配の手段としての民主化」の具硯形態に他ならな
かったのである。
しかし，それが1920年代を通じて，非常な有効性を発揮したという事実の
裏には，当時のアメリカ労働組合運動内部における「民主化」の未成熟があ
ったのではないだろうか。たぴ重なる弾圧で壊減状態に頻した AFL傘下諸
組合の幹部は，その階級的立場を放棄し，労資協調の立場にたって，もっば
ら独占資本による超過利潤のおこぽれにあづかる熟練労働者層だけの利益を
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(44) 
守ろうとしたのである。その結果，半熟練・不熟練労働者の生産に占める役
割が高まり，かれらの間に組合運動への要求が強まりつつあったにもかかわ
らず，かれらを組合運動から締め出し続けた。 これに対して「会社組合」
は，職種の如何を問わずあらゆる労働者を包摂しうる縦＝垂直型組織であ
り，大量生産工業の発達に伴う熟練構造の変化に有効に対応しえたことは先
に述べた通りである。しかし，「会社組合」は， 労働者の内部から発生して
くる意識や要求が企業をこえた階級的利害として形成され発現されるのを防
ぎ，それらを個別企業内の共通利害に解消させてしまうところに重要な意味
をもつ，したがって，そこでは，賃上げ・待遇改善要求がおこってくるのは
時の勢いだから否定はしないものの，その要求が労働者階級の基本的権利に
もとづく要求という形で発現するのは望ましくない。同じ企業の，同じ職場
の利害をわかち合う者同志の解決すべき課題として発現される方が，当然，
資本にとっては好都合である。いわば階級的な意識の企業共同休的なそれへ
• • (45) 
の転換が，従業員全員組織としての性格をもつ「会社組合」を通じて促進さ
れるのである。ここに，資本による欺眺的な「民主化」の成功は，労働組合
内部の民主化の未成熟と表裏一体をなすものであったといえよう。
かくして，アメリカ労働組合運動にとっては，熟練労働者の利益のみを優
先するのではなく，圧倒的多数の不熟練労働大衆の組織化とその経済的地位
の向上を目的とする，換言すれば労働者の経済的利益を一体として考えるこ
とにより労働者間の階級的連帯性を強調しうる民主的な組織の確立を目指す
ことが至上の課題となろう。より具体的にいうと， AFLに代表される職種
別組合のように異種産業間における同一作業労働者を結合する横＝水平組織
ではなしに，同一産業内のすべての労働者をその作業の性質の如何を問わず
結合する，いわば縦＝垂直組織，つまり産業別労働組合の確立と，そこへの
全労働者の結集である。ほんらい資本側の主張する「産業民主主義」の理念
は，その実態においてむしろ労働組合を無用化するものであり，またその理
念に支えられた「会社組合 lは，ダンが明らかにした如く，形式的にどれほ
ど「民主的」装いをとろうともその本質はきわめて「非民主的」であった。
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労働者階級全体の利益に根ざす真に民主的な労働者組織の存在だけが，この
ような「会社組合」の本質を白日のもとに晒け出し，労働者を資本の呪縛か
ら解き放すことができるのである。
このことは，続く1930年代に現実のこととなる。 1933年， 4年目に入った
大恐慌の持続・深化は，アメリカ資本主義体制そのものの危機として現わ
れ，その救済を恐慌対策の基本的課題たらしめた。そのため，恐慌克服を画
してローズウェルト (Roosevelt,Franklin D)大統領のうち出した「ニュ
ー・ディール」 (NewDeal)は，それ以前の自由放任主義を基軸とした連
邦政府の親ビッグ・ビジネス政策に対比して，一見革命的にもみえる思いき
(46) 
った組織労働の保護策を含んでいたのである。具休的には，全国産業復興法
(National Industrial Recovery Act: NIRA)第7条a項においてはじめ
て労働者の団結権・団体交渉権を法認し (1933年）， さらに全国労働関係法
(National Labor Relations Act: Wagner Act)によってこれを強化した
(1935年）。この一連の労働立法は， 大恐慌発生以来不安と絶望にさいなま
れていたアメリカ労働者階級に希望と勇気を与え， 30年代労働運動高揚の導
因として，同時にその板杵として作用したのである。なかでも独占資本の支
配する，未組織の大量生産工業の半熟練・不熟練労働者の組織化を目指して
(47) 
結成された産業別組織委員会 (Committeefor Industrial Organization) 
は， ワグナー法の制定と相埃って，「会社組合」をはじめとする 20年代の労
務管理政策の拠り所であったアメリカ労働組合運動の組織上の欠陥を克服す
べく，運動内部における民主化を推進することとなったのである。さらに
1937年4月に最高裁がワグナー法に合憲判決を下し，同法が実効力をもつに
至って，不当労働行為の相つぐ告発に直面した資本側は，敵対よりも「労働
組合の抱き込み」を得策として，それを承認しはじめたのである。他方，そ
の過程において労働者側も，労働組合との団体交渉を前提としない「制度」
は自分たちの要求を反映しえず，非民主的であることを明確に認識するに至.. 
ったのである。ここにようやく正式に団体交渉を基礎とする労資関係が形成
されることになった。いまや資本の労務管理政策は，法認された「労働組
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合」の攻勢を無力化・無害化して，これを資本に統合するために，企業管理
の制度的な機機のもとで日常的に対応するに至るのである。いわゆる「労働
(48) 
組合関係管理」 (LaborRelations)の成立がそれであったといえる。
われわれはさきに，労働者の組織的成熟がすぐれて労務管理の性格と内容
に対する有力な規定的条件を形成することを示唆したが， ダンは「会社組
合」という具体的な労務管理制度を取り上げ，それが労働者・労働組合に与
える影響を批判的に分析した上で，労働者・労働組合がそれに対抗して将来
採るべき方向を明らかにした。このプロセスのなかで，「会社組合」の制度
的限界も明確にされたわけだが，その後ニューディール労働法制下における
「会社組合」の漸次の衰退と，「労働組合関係管理」の新たな登場は，労働
組合を「正式に」労働組合として承認し，これを資本の管理領域に内包する
ことを示すものだったのである。以上の点を勘考するならば， ダンの研究
は，アメリカの労資関係の進行を追跡し展望したものとして，まことに興味
深いものがあったと結論できるだろう。
注
(1) 本稿においては，「会社組合」 (companyunion)という術語を一貫して使用す
るが，これは，「資本家が自己の会社・工場の労働者を統制することを意図して
創設する従業員組織」を意味しており，「従業員代表制」 (employeerepresen-
tation plan),「職場委員会」 (shopcommittees),「工場評議会」 (workscouncils) 
等と同義である。一般に，アメリカ，日本を問わず殆んどの論者が，これらの術
語を区別せずに使用している。 とはいえ， 一部の論者は，「会社組合」と「従業
員代表制」とを明確に区別することを主張している。その代表的な論者として，
ここでは我国の奥林康司氏をあげておこう。氏は，この両者には，機構面および
運営面において次のような相違があることを指摘する。
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I 会社組合 (companyunion) 1従業員代表制 (employeerepresentation) 
企業外部の独立した組合のもって 一般に独立の公式組織であれば必要不
機 いる規約・会員証・役員・定例会 可欠な要素となるはずの組織の規約・内
議・会費•その他の必要な要件を備 規・会議・集会・標章・会員証・役員・
構 えており，労働者の「自主的」な加 会費等の要件を備えておらず，したがっ
入を前提とした独立の自治組織とし て従業員の公式的な自治組織としての機
面 ての形式的要件を備えていた。 構をもたず，組織的独立性が保証されて
いなかった。
運 制限されてはいたが，雇用条件に 運営•財政両面で企業側に全面的に依
ついて団体交渉や労働争議を行いえ 存している。諮問あるいは助言程度の権
営 た。しかし，運営•財政両面で経営 限しかなく，最終的決定権を有していな
者からの援助をうけており，企業側 かった。
面 に支配・統制されていた。 I 
（出所） 奥林康司「人事管理論ーアメリカにおける1920年代の企業労務の研究ー」
千倉書店， 1973年， 152~3ページより作成。
たしかに， 1920年代に急速な普及をみたのは，奥林氏が「従業員代表制」と規
定した方の組織であった。周知のように，当時のアメリカにおいては，労働組合
が正式に法認されておらず，その結果，資本家も何らの規制をうけることもな
く，様々な反労働組合対策を駆使しえた。そして，その一環として「会社組合」
を設置した場合にも，これに対して形式的な自治。独立性を付与し，「労働組合」
組織にできるだけ近づけようとする努力など，資本家にとっては全く無意味に思
えたのである。 しかし， 全国産業復興法 (NationalIndustriai Recovery Act: 
NIRA)が1933年に施行されたのを契機として， 資本家は労働基本権を正式に保
障したその第7条(a)項に遣反することなく，なおかつ政府・一般大衆，そして自
主的な労働組合に対しては，すでに団体交渉を実施しているかの如く印象づける
ことを意図して，自ら設置した従業員組織に「名目的な」団体交渉機関としての
権限を与えて，その組織的および財政的独立性を強調したのである (cf.Saposs, 
D. J., "Organizational and Procedural Changes in Employee Representation 
Plan", The Journal of Political Economy, 44, 1936, pp. 803-811.）。奥林氏
は， このように， NIRA-7(a)に対応する形で導入された従業員組織を「会社組
合」あるいは「会社支配組合」 (company-dominatedunion)と規定し，それ以前
ー一主として1920年代—のものを「従業員代表制」として区別することを主張
しているのである。だが，ここでの奥林氏の厳密な区別にもかかわらず，両者が
次の2つの重要なる特質において共通していることに注意せねばならない。第一
に，組織に所属する人間が特定の会社ないしは工場の従業員に限定されているこ
44(142) 第 29巻第 2 号
と，第二に，ストライキ行動のための財政的基盤がそなわっていないか，そなわ
っていた場合にも全く不十分なものであったこと，これである。そして， 1920年
代においても， 1930年代ニューディール労働法制下においても，両者の最も基本
的な目的は，やはり，自主的な労働組合に対抗しつつ，企業・工場内の従業員へ
の支配・統制を強化することにあった。このような名称の問題について，コモン
ズ (Commons,J. R)は次のように述べている。「……人間は熟語を作る動物であ
る……。現在，アメリカの使用者階級は，「従業員代表制」， 「工場評議会」，「職
場委員会」，「産業民主制」 (industrialdemocracy)と称する制度を発展させて
いる。かたや労働者側は，軽蔑の意をこめて，それらに「会社組合」という名を
つけた。……いまや200万人をこえる賃労働者が，使用者によって導入され育成
され保護され財政的に援助される組織に取り込まれている。使用者たちは，こう
した組織が団体交渉機関であり，従業員の利害を代表し保証するものである，と
懸命に主張している。しかし，労働者側からすると，それらは新しい形の労務管
理すなわち「労働者を支配し操縦し， さらに企業にとって有益な結果を生み
出すためのひとつの仕掛け (device)」にすぎないのである」と (Commons.,
History of Labor in the United States, 1896-1932, Vol. II, Augustus M. 
Kelley Publishers, 1966, p. 336.）。つまり，コモンズによると，「会社組合」
と「従業員代表制」は，「ひとつの制度に対して与えられた2つの呼び名」なの
である。また，アメリカ労働総同開 (AmericanFederation of Labor)の機閲
誌 AmericanFederationistでも，主として “companyunion"という術語が
使用されている。こうした事実から，「会社組合」と「従業員代表制」とを同義
と考えても差しつかえないであろう。あえて区別を行うとするならば，泉卓二氏． 
の主張する如<, NIRA制定以降急速に増大した会社支配の組合組織を狭義の． 
「会社組合」，そして従業員代表制をも含めて広義の「会社組合」とするのが適
当であろう（泉卓二「アメリカ労務管理史論」ミネルヴァ書房， 1978年， 143ペ
ージ）。もっとも，その場合，「会社組合」を用いる論者もいるだろうし，「従業
員代表制」で統一しようとする論者もいるだろうが・・・・・・。本稿においては， とく
に労働組合との「相互関連性」を基軸として分析を進めていくことになるので，
「会社組合」という術語で統一した方が，そうした分析視座を明瞭にしていくう
えで，一層適切と考える。
(2) 1895年生まれ。イエール大学に学ぶ。 AmericanCivil Liberties Unionの幹
部であり， AmalgamatedTextile Workers of Americaのオルガナイザーでも
あった。活動歴としては， 1926年に，ニュージャージー州パセイクでの繊維業ス
トライキに参加し，労働者に好意的な報道を行って，社会的名士・国会誤員・聖
職者の支持を獲得しようと努めた。また， 1927年には，ソヴエト・ロシアヘのア
メリカ労働組合派遣代表団の顧問スクッフの一員となり，報告書の作成に関与し
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た。執筆活動にも意欲的にとりくんでおり，本稿で取り上げる2著作のほかに，
以下の著作をものにしている。 TheLabor Spy, Republic Publishing, 1924 
(Sidney Howardとの共著） ；American Foreign Investment-Origins and 
Development of the Multinational Corporation-, B. W. Huebsch and 
Viking Press, 1926; "The Industrial Welfare Offensive" (J.B. S. Hardman, 
American Labor Dynamics, Harcourt, Brace antl Company), 1928; Labor 
and Automobiles, Modern Books Ltd., _ 1929; Labor and Textiles, 
International Publishers, 1931 (Jack Hardyとの共著）。
(3) 両著書とも 1927年に出版されているが， Americanization of Laborの
Chapter VI "The Company Union"は， Company Unionsの内容を簡潔に要
約したものであると思われる。以下，本論においては，両著書からの引用は，そ
の末尾に次のように記す。 CompanyUnionsの場合（① p._.), America-
nization of Laborの場合，（③p._．）。
(4) 拙稿「アメリカにおける近代的労務管理の生成について一労働力構成の問題を
中心に一」「千里山商学」第18号， 1983年〔以後，拙稿Aと略記）；拙稿「アメリ
力における会社組合の生成ーコロラド燃料・鉄鋼会社とインクーポーロ電鉄会社
の事例を中心に一」同上誌，第19号， 1983年〔以後，拙稿Bと略記）。
(5) 田島司郎「アメリカ労務管理形成史」ミネルヴァ書房， 1981年， 15ペー ジ。
(6) このように労務管理と労働組合との相互関連性を強調する研究視座は，様々な
論者の採るところである。特に，泉卓ニ・奥林康司両氏は，このような視座につ
いてきわめて有益な指摘を行っている。まず，泉氏は，アメリカ労務管理の発展
史的な研究において，「労務管理の形成の徴表は， 資本・賃労働関係を基礎に生
成•発展する労働組合運動に対する一定の方針ないし政策を基軸とする労働力の
管理が會資本の管理職能としうる制度を通じて展開されるにいたったか否かにあ
る」（同「アメリカ労務管理史論」ミネルヴァ書房， 1978年， 104ページ）と主張
し，労働組合運動を，労務管理の形成•発展にとっての第一義的な規定要因とし
て認識している。次に，奥林氏の主張に目を向けると，氏は労務管理制度の成功
の可否が「その制度の技術的な有効性のみならず，その制度が適用される労働者
の対応にも大きく依存している」として，以下，その説明をされる。すなわち，
その制度が反労働者・反労働組合的性格の強い場合，個々の労働者はそれに対し
て無関心・非協力によって抵抗し，また労働組合の強い場合には，労働争議・反
対運動といった集団的な行動によってその制度を失敗させてしまうことも可能で
ある。それゆえに，労働組合が発展し勢力をもっている場合，「労働組合の対応
が労務管理制度の成功にとって非常に重要な鍵となる」のであり，労務管理の発
展はまさに，労働組合の発展に規定されてくることになる，と。以上の主張か
ら，奥林氏は，泉氏と基本的に同じ観点に立脚したうえで，「資本の対策ご労働
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組合の反応」という両者の相互規定的な関係を分析の基軸に据え，具体的な労務
管理制度が生成•発展·消減してゆく過程を捉えていこうとしている，と考えら
れる（奥林，前掲書， 19~21ページ参照）。泉・奥林両氏によるこうした主張は．
まさに労務管理の発展の史的考察にとっての貴重な理論的枠組を提示したのであ
り，本稿もこれに準拠する形で以後の検討を進めていくものである。
(7) 萩原進氏は，「この時期の労働攻勢の帰趨こそが， 戦時労資関係の再編成の方
向を決定し， 20年代の労資関係の枠組を形成する位置にあった」と指摘する（萩
原「アメリカ資本主義と労資関係」戸塚秀夫・徳永重良編「現代労働問題」有斐
閣大学双書， 1977年， 150ページ）。この時期の労働攻勢は．基本的には．労働組
合の団結権・団体交渉権の承認といった戦時成果の維持・拡大を画した AFLを
中心とする組織労働側と，戦時労働条件の即時廃棄＝戦時中の譲歩の全面的回収
を期した資本家階級との間の，労資関係における優位をめぐっての闘争であっ
た。そのなかでも，当時のオープン・ショップの一大要塞であり，約2,000万人
にのぼる未組織労働者のシンポルとされた鉄鋼業における組織化攻勢は，全大量
生産工業部門を労働組合の掌中に収めることができるか否かの鍵だったが，結果
は労働者側の敗北に終り，これを契機にアメリカ労働組合運動は，ニューディー
ル時代まで続く暗黒時代へと入っていくのである (Brody,D., Labor in Crisis 
-The Steel Strike of 1919-, Greenwood Press, 1982<rept. 1965>, p. 8)。
尚，この時期の労働攻勢の分析を行っている文献を以下に記しておく。 Inter-
church World Movement, Report on the Steel Strike of 1919, Harcourt, 
Brace and Howe, 1920; Foster, W. Z., The Great Steel Strike and its 
Lessons, B. W. Huebsch, _Inc., 1920; Yellen, S., American Labor Struggles, 
t,.rno & The New York Times, 1969 (chap. vm. Steel, 1919) ; Hogan, 
W. T., Economic History of the Iron and Steel Indus1ry切 theUnited 
States, Vol. 2, D. C. Heath and Company, 1971 (chap. 20 The Steelworkers 
and the Industry's Reorganization); Ensley, P., "The Interchurch World 
Movement and The Steel Strike of 1919", Labor History, 13-2; Perlman 
& Taft, History of Labor切 theUnited States, 1896-1932, Vol. IV, 
Augustus M. Kelley Publishers, 1966 (chap XXXV. Post-War Militancy: 
Steel) ; Brecher, J., Strike!-The True History of Mass Insurgance in 
American from 1877 to the Present—, Strait Arrow Books, 1972.戸塚秀
夫・桜井弘子訳「ストライキ／」晶文社， 1980年，（4．「1919年」）。また，田島，
前掲書（第2章「アメリカ労務管理の前駆的形態ー第1次大戦直後の資本の組合
攻撃的諸施策の実態ーJ)においては． 当時の労働攻勢の史的背景，ストライキ
の経過，それらが1920年代のアメリカ労務管理の形成に対して与えた影響が詳細
に論じられている。
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(8) アメリカ産業界におけるオープン・ショップ運動は，全国製造業者協会
(National Association of -Manufacturers-NAM) などの使用者団体を中心
に，今世紀初頭から全国的な規模で展開されていたが， とりわけこの時期には
「愛国主義的修飾」をほどこされて，「アメリカ化計画」 (AmericanPlan)と呼
称された。これは，アメリカ国民のなかに伝統的な個人主義に立脚して，集団的
行動であるクローズド・ショップ制や労働組合運動を暗に非アメリカ的なものと
見倣そうとする意図から命名されたのである。その内容は，使用者団体を中心と
した，いわゆる「オープン・ショップ保膜」闘争，それに梱別企業レペルでの労
働スパイ， プラックリストの使用，黄犬契約，反組合プロパガンダ，スト破り等
のありとあらゆる「組合つぶし」戦術の展開であった。この時期のオープン・シ
ョップ運動を取扱った研究をあげると， Dunn, Americanization of Labor, 
1927; Perlman & Taft, op. cit., (chap. XXXVII. The "American Plan"); 
Taft, P., Economics and Problems of Labor, Stockple Sons, 1942 (§. XXII. 
Employer Techniques which Prevent or Oppose Unions) ; Bernstein, I., 
The Lean Years-A History of American Worker 1920-1933-, Houghton 
Mifflin Co., 1960 (3. The Employer: Concord or Discord); ・wakstein, A., 
"The National Association of Manufacturers and Labor Relations in the 
1920's", Labor History, 10-2, 1969. 
(9) 田島，前掲書，第1章「20年代労働組合運動・衰退の諸原因」では，アメリカ
の代表的な労働史家ーMillis,H. A & Montgomery, R. E., Organized Labor, 
McGraw Hill Book_ Co., 1945; Rayback, J., A History of American Labor-
expanded and vpdated-, The Free Press, 1959; Bernstein, op. cit; 
Peterson, F., American Labor Unions, Harper & Brothers 1945 （阪本泉訳
「アメリカの労働組合ー運営の実際と解説ー」双美書房， 1949年） ；Pelling, H., 
American La_bor, University of Chicago Press, 1959（大河内暁男・神代和欣
訳「アメリカ労働運動史」時事通信社， 1962年）の諸説を基礎として， 20年代に
おける組合運動の衰退を条件づけた諸要因が体系的に吟味されているので参照さ
れたい。
(10) これについて，寿永欣三郎氏は次のように説明している。「……労働運動の抑
圧は， 1920年代初期からの無駄排除運動においてもまた行なわれていたこと•••…
にふれておこう。 1920年のおわりに，当時商務長官であり後に大統領に就任した
ハーバート・フーヴァーが会長となって「アメリカ技師連合協会」が設立され
た。その後この協会のなかで12人の委員からなる無駄排除委員会 Committee
on Elimination of Wasteが任命され，各産業分野にわたって無駄の実態と原因
を調査する活動を開始した。この委員会は， 当時の産業上の欠陥として産業組
織，労働移動，エネルギーの利用，生産の季節性，商品の規格，生産工程などに
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かかわる無駄を指摘し，改善の道を示唆している。ところが，さらにフーヴァーは
無駄の項目として，失業，労働争誤，労働移動，職務への不適合，および興味の
欠如による最高限度の生産確保の失敗などのほか，標準化の欠如，管理の失敗，
投機などもそれぞれあげている。以上のうち，とりわけ労働争議は明らかに意図
的な生産の制限を画するものであるところから，無駄のなかでも最大のものとさ
れたのであった。そして労働争議のこうしたとり扱われ方も，会社組合の拡大を
助長する大きな要因の一つとなっていたのである」（寿永「労働運動の展開と人
事管理の成立」山下幸夫編著「経営史一欧米」日本評論社， 1977年， 184~5ペ
ージ）。尚，「運動」の具体的な内容については， Committee on Elimination of 
Waste, Waste in Industry, McGraw-Hill Book Co., 1921を参照のこと。
(11) 正確には， 1910年から1920年に至るこの時期は，アメリカ労働組合運動の拡張
期であった。その最もわかりやすい指標である労働組合員数の推移をみると，以
下の表にある如く，順調な増加傾向を辿っている。尚，この時期の労働組合運動
については，以下の研究を参照されたい。 She_inberg,S., "Thodore Roosevelt 
, and the A. F. L's Entry into Politics 1906-1908", Labor History, 3-2, 1962; 
アメリカの労働組合員数 (1910~1920)
年度 全員労数働組①合 I A員F数L組③合 ③／①％ i全労働者数⑧（注） ①／③％ 
1910 2,116,000 1,526,000 72.1 20,988,000 10.1 
1911 2,318,000 1,762,000 76.0 21,443,000 10.8 
1912 2,405,000 1,770,000 73.6 22,353,000 10.8 
1913 2,661,000 1,996,000 75.0 22,828,000 11.7 
1914 2,647,000 2,021,000 76.4 22,359,000 11.8 
1915 2,583,000 1,946,000 75.3 22,497,000 11.5 
1916 2,773,000 2,073,000 74.9 24,767,000 11.2 
1917 3,061,000 2,371,000 77.5 25,508,000 12.0 
1918 3,467,000 2,727,000 78.7 25,617,000 13.5 
1919 4,125,000 3,260,000 79.0 25,754,000 16.0 
1920 5,048,000 4,079,000 80.8 25,877,000 19.5 
（注） 非農業労働者数に同じ。
（出所） Cohen, S., Labor in the United States, 1960, p. 110; Troy, L., 
Trade Union Membership, 1897-1962, 1965, pp.1-2; Perlman & 
Taft., op. cit., p. 410より作成。
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Smith, J. S., "Organized Labor ・and Go_vernment in the Wilson Era: 1913-
1921 : Some Conclusions", Ibid., 3-3, 1962 ; Karson, M., American Labor 
珈 ionsand Politics 1900-1918, Southern Ilinois University Press, 1958; 
Lorwin, L., American Federation of Labor, Augustus M. Kelley Publishers, 
1972 (rept. 1933) ; Foner, P., History of the Labor Movement in the 
United States Vol. 3/Vol. 5., International Publishers, 1980;小林英夫「ア
メリカ労働組合の政治活動にかんする一考察ー1908年の場合ー」「労資関係の論
理と展開」有斐閣， 1975年；竹林信一「アメリカ労働総同盟とクレイトン法」
「甲南経営研究」 18-2,1977年；望月清人「アメリカ労働政策史研究」ミネル
ヴァ書房， 1967年（第9章「進歩主義時代における社会立法の成立と労働者階級
の役割」） ；拙稿B24~30ページ；小林康助「第一次世界大戦時におけるアメリカ
の労使関係施策の展開について」「名城商学」 23-2,1973年；鈴木滋「第一次大
戦期におけるア/リカの労働政策の展開」九州大「経済学研究」 43-3,1977 
年；竹田有「IWWとAFL」今津晃編著「第一次大戦下のアメリカー市民的自
由の危機ー」柳原書店， 1981年。
(12) 薄信一「現代の労務管理」法大出版局， 1965年， 13ペー ジ。
(13) これは，ラドローの虐殺 (LudlowMassacre)で有名なコロラド炭鉱ストライ
キ (1913.9~1914.11)の後コロラド燃料・鉄鋼会社に導入された「ロックフ
ェラー労資代表制」 (RockefellerIndustrial Representation Plan)の調査報告
書である， Selekman,B. M. & Kleeck, M. V., Employee¥ Representation in 
Coal Mines: A Study of the In必strialRepr硲entationPlan of the Colorado 
Fuel and Iron Company, Russell Sage Foundation, 1924.を指している。
(14)木材労働者・製材業者忠誠大隊 (LoyalLegion of Loggers and Lumbermen) 
の略で，頭文字をとって4L計画 (4Lplan)と呼ばれた。戦時注文の殺到した
1917年に，カスケード山脈以西の米松地帯からモンクナにかけての材木地帯で世
界産業労働者組合 (IndustrialWorkers of World)が 8時間労働制要求のスト
ライキを行った。これによる損失を回避すべく陸軍が介入し，その責任者ディス
ク中佐 (B.P.Disque)がIWWを中心とする組織労働の一掃を画して結成した
のが，この「忠誠大隊」であった。これには，主として地理的条件に由来する木
材業の特殊事情（作業場の分散性）のために，組織単位が工場・企業に限定され
ていないという特徴がある。「忠誠大隊」は実質的強制加入とストライキ禁止を
方針とし，陸軍生産師団(ArmySpruce Production Division)に支援されて拡
大し，終戦時には男女併せて12万の木材労働者を擁していた。「忠誠大隊」を通
じての労働条件の若千の改善とひきかえに，木材産業での自立的組織労働は破簸
されたのである。尚，その組織構造その他諸々の特質については， Mittelman,
E. B., "The Loyal Legion of Loggers and Lumbermen", The Journal of 
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Political Economy, 13-3, 1923, pp. 314-341を参照のこと。
(15) 田島司郎氏は，次のように述ぺている。「注目すべき点は， さまざまの産業に
おいて，多くの大企業が組合対策請負企業の力をかりていることである。ここで
_Ii!会社組合の組織化が請負哭約事項となるのである。 1920年代なかばの数年間
で，シャーマン社のこの種の契約高は2,500万ドルに達したといわれる」（田島，
前掲書， 207ページ）。ダンは，このシャーマン社 (Sherman• Service, Inc)の
活動を取り上げたのである。同社は，会社組合導入に際して，相談役・教導者の
役割を果しており，たとえば会社組合の規約・細則案や黄犬契約案をつくり，ま
た会社組合の良さを従業員間に吹聴するために，秘密工作員＝労働スパイを配置
した。
(16) この典型的な事例として，インクーポーロー電鉄会社のインターポーロー従業
員友愛会 (Brotherhoodof Interborough Rapid Transit Employees)をあげる
ことができる。同社は， 1916年のニューヨーク市における AFL系の合同市電労
働組合 (AmalgamatedAssociation of Street and Electric Railwar Employees 
of America)の組織化攻勢を阻止するために， 同社の従業員が黄犬契約に署名
していることを理由に，差止命令 (Injunction)を発動させたのである。この事
件の詳細については，拙稿B,36~40ページを参照されたい。尚，黄犬契約につ
いての研究としては．次の3つの論文をあげておこう。 Coe,P. F., "Yellow-
Dog'Contract", American Federationist, 38-2, 1931; Seidman, J.I, "The 
Yellow Dog Contract", Quarterly Jou1・nal of Economics, 46-2, 1932; Hutler, 
A., "The'Yellow Dog'in Contracts", American Federationist, 40-12, 1933. 
(17) 「大半の会社組合の規約では，組合労働者と非組合労働者といった差別は全く
行わないとされているものの，会社側が従業員のうちの何名かの加入している労
働組合を，彼らの正当な代表として承認するなどありえない」 (Leiserson,W., 
Adjusting Immigrant and Industry, Arno & The New York Times, 1969 
<rept. 1924>, p. 151.）。
(18) 差止命令は， 20年代を通じて最大の人気を博した。それは，予想される損害に
関する経営者の告訴にもとづいて州および連邦裁判所の発するもので，スト破披
を目的としていた。 1880年から1930年までの半世紀の間に， 1845件の差止命令が
出され，その半分の921件が1920年から30年までの10年間に出されている。つま
り，この時期，ストライキを呼ぴかける組合は，かならずといってよいほど差止
命令に直面したのであった (Bernstein,op. cit., pp. 200-201.）。 ， 
(19) この顕著な事例が，コロラド燃料・鉄鋼会社のロックフェラー労資代表制にお
いて見られる。炭鉱業の場合， 標準賃率は． 統一炭鉱労働組合 (UnitedMine 
Workers of America)との交渉を通じて決定されるから，同社で働く炭鉱夫た
ちは，労せずして他の地域での UMWの闘争の利益を獲得できた。これについ
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て，同社のある労働者は次のような皮肉な感想をもらしている。汀パンがほしけ
れば，汗して働け」という聖書の格言がここでは生きている。他州の UMWの
連中が汗を流して， 我々がパンをたべている」と (Brandes, S. D., American 
Welfare Capitalism, 1880-1940, The University of Chieago Press, 1976, 
pp.131-:2.)。
(20) ミラ一 (Miller,E. J)は，いみじくも次のような指摘をおこなっている。す
なわち，使用者は，その勝利を支援することを誓約した使用者団体に結束する。
かかる団体は，顧客．．銀行家・原料供給者を後ろ盾に強力な影響力を行使するこ
とができる。このような整備された力に対して，労働者はとるに足りない工場組
織で立ち向わねばならないのである， と (Miller.,Workm仰 'sRepresentation 
切 IndustrialGoverment, University of Ilinois, 1924, p. 168.）。
(21) 「会社組合」が，若年あるいは移民労働者に「アメリカ化」教育をほどこす機
関として有用であることを，ライザーソンは指摘している (Leiserson,op. cit., 
pp.164-8.）。また，「アメリカ化」教育の内容と実態については， Korman, G., 
"Americanization at the Factory Gate", Industrial and Labor Relations 
Review, 18-3, 1965.を参照されたい。
(22) 「合同委員会」型の会社組合とは， 1920年代に最も普及した形態であった。こ
れは，その名称の示す如く，従業員の選出した代表が独自の自主的会合をもつも
のではなしに，労使共通の利害に関する諸問題を協議するために，経営側との労
使合同の会議を定期的（通常月 1回）に行った。尚，いまひとつの代表的形態と
しては，「従業員協会」型 (employeeassociation plan)があるが， これは合同
委員会組織のほかにも，従業員代表だけの独立の組織と会合を認めていた。 1933
年の全国産業復興法第7条(a)項で労働基本権が法恩されて以降，急速に普及した
のがこの形態をもとにしたの会社組合であった。会社組合の諸形態については，
奥林，前掲書， 173~180ページに詳細な分析があるので，参照されたい。
(23) たとえば，その極端な例としては， 1925年にマサチューセッツ州ローレンスの
バシフィック・ミルズ（繊維業）の「会社組合」が工場内の猫の取扱い方につい
て討論している。その時は，猫に餌を与えるべきか否か，はたまた工場内で猫が
何匹のネズミをつかまえることができるのか， が議論の的となった (Brandes,
op. cit., p. 131.）。また，ニュージャージー・ベル電話会社のある交換手の話し
では，会社組合で取扱われた議題の大半が，「洗面所のトイレット・ペーパーが
非常に悪い」・「喫茶室の砂糖が足りない」・「料理がつめたい」等取るに足りない
ことであり，本当の意味で労働条件にかかわることは，ほとんど議論されなかっ
たという (Schacht, J. N., "Toward Industrial Unionism:. Bell Telephone 
Workers and Company Union, 1919-1937", Labor History, ・16-1, 1975, 
p.20.）。
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（出所） Watkins, G. S & Dodd, P.A., Labor Problems (third ed.), Thomas 
Y. Crowell Compony, 1940, p. 803. 
(24) 通常，最終決定権は社長あるいは取締役会にある。なかには，第三者への仲裁
制を採用する例もあったが，実際に利用されることは稀であった。そして，最終
決定がいかに不満なものであろうとも，「会社組合」には何らの有効な対抗手段
も存在していなかったのである。上の図は，いわゆる「合同委員会」型—尚，
原図では， “committee"ではなしに， “council’'が使用されていたので，正確に
は「合同評議会」型と言うべきであろうが一と呼ばれるものの組織・機能図で
あるが，一般従業員の要望や不満は， 2つの「合同評議会」（部門別と全体）に
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提出されはするが，その議長は，人事担当者が各々担当し，最終決定権は，上記
の如く，社長が把握しているのである。さらに，図からも明らかなように， 「部
門合同評議会」は，様々な管理担当者の介入をうけるように設計されている（以
上の記述は，田島，前掲書， 160ページを参考にした）。
(25) ミラーは，次の企業における「会社組合」を取上げている。インクーナショナ
ル・ハーベスクー会社：インディアナ州スタンダード石油会社：ミッドヴェール
製鋼会社： S.F.ポウザー会社：プロククー＆ギャンプル会社：インクークイプ
会社：ウエスチングハウス電器会社：・ペスレヘム製鋼会社：プリッジボート真鍮
会社：エルジン・ナショナル時計会社：レミントン兵器会社：ジェネラル・エレ
クトリック社リン工場 (Miller,op. cit., pp. 51-9.）。
(26) 1919年の反対声明の内容は，次の6項目に要約できる。 (1)経営者が詐欺や脅迫
によって選挙を牛耳ってしまうために，選出された代表者は真の従業員代表たり
えない，（2）言論・集会・結社の自由が否定され， 民主的な組織形態が困難とな
る，（3）労働者に味方する従業員代表には解雇等の脅迫が行われる，（4）労働者は経
験豊富な組合指導者の専門的援助を得られない，（5法社組合には，労働者の要求
を実硯させる力がない，（6）取扱われる議題は，安全第一運動など取るに足らぬも
のばかりである (Carpenter,0. F., "Shop Committee that Failed", Commons, 
J. R. ed., Industrial Government, Arno.& The New York Times, 1969 
<rept. 1923>, pp. 122-4.）。また， 1920年の反対声明の内容は，次の5項目に
要約しうる。 (1冷社組合は，労働組合を破壊し，それにとって代らんとする資本
の政策である，（2）その交渉範囲は，ーエ湯に限定されている，（3）本当の意味での
経済力を有していない，（4冷社組合は，労働者の真の代表組織とはなりえない，
(5)それは， 資本のための便利な搾取・抑圧機関にすぎない (French,C., The 
Shop Committee in the United States, AMS Press, 1982<rept. 1923>, 
pp.85-6.)。さらに，会社組合に対する批判は， その後も， AFLの機関誌，
American Federationistの中でしばしばなされている。 Green,W., "Editorial" 
American Federationist, 33-1, 1926, pp.1303-4; Green, "Editrial", Ibid., 
33-12, 1926, pp.1426-8; Furuseth, A., "Company Unions", Ibid., 35-5, 
1928, pp. 541-5; Hoage, E., "Colorado's Experience with Company Unions", 
Ibid., 35-6, 1928, pp. 682-4. 
(27) それどころか． AFLの幹部たちは．「会社組合」が労働組合運動への踏石とな
りうるという期待をもっていた節さえある。 1918年にペスレヘム製鋼に，戦時労
働委員会の指導のもと，「会社組合」が導入された時． AFLのゴンパーズ議長
は，それが同社の労働者の企業組織 (anindustrial constitution)の核となり，
かれらに自由をもたらすであろう，と評価したのである (Commons.,History of 
Labor, Vol. IlI, p. 346)。
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(28) このようなウォールの主張については， Woll, M., "Editorials", American 
Federationist, 26-2, 1919, pp. 153-5; Woll., "Fallacy of One Big Union", 
Ibid., 26-11, 1919, pp.1050-5. も参照されたい。
(29) AFLが，このような姿勢をとるに至った史的背景については， 拙稲A,10~ 
17ページを参照されたい。
(30) フォスクー (Foster,W. Z)は，第一次大戦終結後から1920年代初頭にかけて
独占資本の仮借なき攻撃が展開された時，「各組合の幹部は， めいめい， ほかの
組合を犠牲にして，自分たちをすくおうとし， うらぎりと「他組合にたいするス
トライキやぶり」との狂宴がおこった」事実を指摘している（フォスター著，合
衆国共産党史刊行委員会訳「アメリカ合衆国共産党史・上巻」大月書店， 261~ 
2ペー ジ）。
(31) 「使用者の組合員に対する差別待遇は，まずその雇入の際に行われる。雇入を
希望する労働者が活動的な組合員であったかどうか，或いは，煽動者 (agitator)
ないし始終悶着を起す人物 (troublemaker)であるかどうかということは，そ
の前任の使用者に照会して確かめることができるが， この照会の手数を省くた
め，日頃使用者相互の間で連絡して， 好ましからざる人物の名簿を作成してお
き，名簿所載の労働者は雇入を拒否する。この名簿がプラックリストとよばれる
ものである。またこれとは逆に，使用者にとって好ましい人物若しくは組合に加
入せぬ従順な労働者の名簿を， ホワイトリスト (whitelist)とよんでいる」（本
多淳亮「米国不当労働行為制度」有斐閣， 1953年， 6ページ。尚，表記は現代的
に改めた）。
(32) 奥林，前掲書， 202ペー ジ参照。
(33) 「1919年以降，従業員数数百名程度の企業における会社組合数は減少したが，
逆に従業員数1万5千名以上の大企業での会社組合数は安定的に増加している」
（① p.11.）。
(34) 「産業民主主義」 (IndustrialDemocracy)の理念は， 1890年代にイギリスの
ウェップ夫妻 (SidneyJames Webb & Beatrice Webb)によって提唱され，
我国の労働組合理論にも多大な影響を与えてきた。その骨子をとりまとめると，
労働組合内部の民主主義の強化をふまえ，団体交渉や法律の制度などによって，
民主主義の原則を，政治的領域から産業（経済・経営）領域へと拡大する機能を
担うものが，「労働組合運動」である。そして， この機能を十分に遂行すること
が，ひいては，労働者の生活条件の向上のみならず，産業能率の増進・社会全体
の進歩にもつながるとした（小川登「労働組合の思想」日本評論社， 1981年，
4-2-5'「ウェップ夫妻：産業民主主義の理論」を参照）。以上の主張は， S.J& 
B. P. Webb, Industrial Democracy, 1897.高野岩三郎監訳「産業民主制論」
（復刻版），法大出版局， 1969年に刻明に述べられている。
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(35) 川端久夫「産業民主主義と経営思想」中谷哲郎・川端久夫•原田実編「経営理
念と企業責任」ミネルヴァ書房， 1979年， 48ページ参照。アメリカにおいては，
第一次大戦後の不況期における労働争誤の頻発を契機として，「労働者の交渉力
の強化（＝労資の交渉力の平等化）を通じて産業運営の民主化を行う」という
「産業民主主義」の最も重要な側面を歪曲化し，逆に「労働組合が生産向上・産
業能率の増進に対して果たすべき役割」という副次的な側面だけを過度に強調す
ることによって，独占資本は，それを非常に有効な「労資協調思想」へと変質さ
せ，最終的には「会社組合」を合理化する理論として使用したのである。神代和
欣氏は，「アメリカのビッグ・ビジネスはニューディール末期にいたるまで，御
用組合（＝会社組合…松田）を産業民主制と僣称した」と指摘している（神代
「アメリカ産業民主制の研究」東大出版会， 1966年， 16ペー ジ）。 アメリカにお
ける産業民主主義の発展については，ダーバー (Derber,Milton)の一連の著作
が有用であろう。 Derber,"The Idea of Industrial Democracy in America, 
1898-1915", Labor History, 7-3, 1966; "The Idea of Industrial Democracy 
in America, 1915-1935", Ibid., 8-1, 1967; The American Idea of Industrial 
Democracy, 1865-1965, University _of Illinois Press, 1970. 
(36) 萩原，前掲論文， 160ペー ジ。尚， AFLの労資協調路線については， Nadworny,
M. J., Scientific Management and the Unio,; 1900-1932, A Historical 
Analysis, Harvard University Press, 1955 (chap. 8 Cooperation Fever)．小
林康助訳「科学的管理と労働組合」広文社， 1979年（第8章「協調熱」）； Morris,
J. 0, "The AFL in the 1920's: A・ Strategy of Defense", Industrial and 
Labor Relations Rev極， 11-4;1958を参照されたい。
(37) 1922年，バルティモア・オハイオ鉄道会社と鉄道現場労働組合 (railroad
shopcraft unions)で採用された「パルティモア・オハイオ計画」， 1927年にナウ
ムキーグ蒸気木綿会社とアメリカ統一織物労働者組合 (UnitedTextile Workers 
of America)が実施した「ナウムキーグ実験」などは，まさに，労働組合が生産
能率を向上させるなら，賃金増加と雇用の安定という形の実質的利益を自動的に
獲得しうるということを基本的な内容としていたのである。これらの詳細につい
ては， Nadworny.,ibid., pp.122-141.邦訳書， 197~226ページを参照された
ぃ。
(38) 1920年代において，福利厚生施策のもつ意味は，きわめて大きかった。とくに
第一次大戦以降は，アメリカ労働組合の厚生・共済活動の伝統が，左派からの体
制内埋没的運動とする批判と組合員の高齢化傾向に伴う共済基金の枯渇化と，拠
出額の引上げへの不満の増大，組合指導部の熱意の冷却などによって急速にうす
れていった。このような状況に巧みに乗じた資本は，労働組合機能の一部を肩代
りする形で，企業内厚生活動を積極的に推進したのである。その結果， 30年代に
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大量生産産業での産業別組織化攻勢を指導した組合リーダーは，このような企業
の手になる福利厚生制度やリクリェーション施設を享楽していた従業員が産別組
合への加入を途巡する場合に出会い，狼狽することとなるのである（田島，前掲
書， 120-1ペー ジ参照）。
(39) これに関する野村達朗氏の次の説明は非常に有益であろう。「不熟練移民労働
者の組織化には産業別組織形態が必要だった。 しかし， 職能別（＝職種別•••松
田）から産業別への転換は旧労働者（アメリカ生まれ・旧移民熟練労働者…松
田）の利害と衝突した。熟練不熟練の区別を克服した階級的統一の原則に基く闘
争によって利潤部分に喰い込むことは，蔑主側の激しい抵抗に遭遇するのに対
し，賃金部分におけるより多き分配に与ることの方が，不熟練工を組織から排除
すれば，容易であった。このためには職能別原理に固執し熟練工の jobcontrol 
を確保することが必要だった。従って…産業別組合運動に対しては， 1901年の
AFL大会における Scranton宣言（炭鉱業のような特殊な産業部門における産
業別組織を承認…松田）｀により枠が課せられ，以後もその運動に対し「厳粛」に
停止の呼ぴかけが行なわれた」（野村「移民労働者の流入とアメリカ労働運動」
「愛知県立大学外国語学部紀要」 2,1967年， 189~190ペー ジ）。
(40) いくつかの例外もあった。産業別組合たる統一炭鉱労働組合 (UMW)は，新
移民系の不熟練労働者を大量に組織して， AFL内最大の組合に成長したし，衣
服産業でも東南欧系ユダヤ人労働者が国際婦人服労働組合 (International
Ladies'Garment Workers'Union)などの有力組合をつくりあげた。しかし，
不熟練労働者の組織化という課題に真正面から取りくんだのは， AFLに対抗し
て1905年に結成された世界産業労働者組合 (IWW)であった。一切の人種的・
民族的偏見から自由だった IWWは， 革命的産業別組合主義を唱え， 下層労働
者にアピールし， 191年のローレンス・ストライキをはじめとする激烈な闘争を
展開した。また， 1901年に成立したアメリカ社会党は， AFL内で三分の一近く
の勢力にまで伸張し，産業別組合主義による未組織労働者への働きかけを強調し
た。だが，これらの勢力は，ラディカルな性格がかえって災いして，所属員に対
する合法的・非合法的手段による激しい弾圧をうけ，大戦後は20年代の繁栄と急
速な保守化のなかで衰退していったのである（野村達朗「移民の流入と労働運動
の展開」岡田泰男・永田啓恭編「概説アメリカ経済史」有斐閣選書， 1983年，
1`72~3ペー ジ参照）。
(41) 大鉄鋼争議は， ウィリアム・フォスクーの卓抜したリーダーシップのもと，当
時の全製鋼業界の全従業員の72彩を占めていた半熟練・不熟練労働者を中軸とし
て闘われたのである。かれらは，その大部分が出身国の言葉すらも読み書きでき
ない文盲であったうえに，長時間労働 (1日12時間・週7日労働日）に災いされ
て英語を話す能力を身につけることもできない状態にあった。しかし，約4カ月
アメリカにおける「会社組合」の発展と労働組合運動（松田） （155)57 
に及ぶ英雄的闘争は，すでに IWWによって展開されていた一連の不熟練労働者
の組織化攻勢ーー1906年のマッキース・ロックス・ストライキ（鉄鋼業）・ 1912
年のローレンス・ストライキ（繊維業）・ 1913年のアクロン・ゴム産業ストライ
キ・ 1917年の製材業ストライキ等ーーと相埃って，アメリカ資本家階級に，これ
ら労働者の自発性と戦闘性を見事に示したのである。
(42) 津田真激「アメリカ労働運動史」総合労働研究所． 1972年， 160ペー ジ参照。
(43) 田島，前掲書， 101ペー ジ。
(44) これについて，フォスターは憤怒と皮肉をこめて次のように語っている。
「AFLの…最高幹部は， 1890年代からひきつづき， 資本家の影響によって腐敗
していたことと，労働者階級の誠実さをほとんどまった＜欠いていたことで，有
名であった。この時期の AFLの幹部は（もちろん多くの名誉ある例外はある
が），資本主義を永久化するために熱中し，あらゆる急進主義に常習的に敵対し，
組合指導者の地位をば，らくな生活をするための手っとりばやい手段であると，
みなすような人間にきまっていた。組合幹部の地位は，高収入の閉職であって，
それを手に入れ，これにしがみつくのに，あらゆる手段をつくす価値があった。
このような地位は，その役につくものにいろいろな金銭的利益をあたえるばかり
でなく．組合幹部がストライキをやらないという保障とひきかえに，雇用者から
あまい汁をすうような多くの機会をつくり，またこれらの幹部が共和党や民主党
と報醐のよい同盟をむすぶ機会をつくることになった。組合員労働者の福祉は第
二義的な問題でしかなかった。このような腐敗した幹部のもとで，とにかく労働
運動が存在することができたこと•••は，ふしぎである」と（フォスクー，前掲訳
書， 318~9ペー ジ）。
(45) この用語については若干の説明が必要であろう。通常，「会社組合」のもとで
は，従業員代表者の選挙の際の投票権・代表者になりうる資格について，年齢・
勤続年数・市民権の有無によって制限がくわえられていた。しかし．「会社組合」
が設置されると，その企業あるいは工場の全従業員は「自動的に」その組合員に
されたし，あるいは加入が任意であったとしても，加入しない場合には待遇上著
しい不利を蒙ることとなり，加入せざるをえない状況に従業員はおかれていた。
さらに甚々しい場合には，すでに述べたように，黄犬契約によって「会社組合」
への加入が義務づけられることも多々あった。そのかわりに， 「会社組合」を通．．．．． 
じての苦情・不満の提示，そしてその解決を求める権利が，従業員全員に認めら
たのである。こうしたことから，「従業員全員」という用語を使用してもさしつ
かえないと考える。
(46) 青山すみ子氏は，次のように述べている。「•••いうまでもなく， ニューディー
ル労働政策の本質は反革命である。それは当時ロバート・ワグナーらの識者が明
確に意識していたように．労働者の組織化を助け労働組合を制度化することを通
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して，体制変革の主体的担い手たる組織労働を体制内に統合せんとしたものにほ
かならない」（青山すみ子「ニューディール労働運動ー展開と体制内化ー」胴西
アメリカ史研究会編著「アメリカの歴史・下一統合を求めて一」柳原書店， 1982
年， 186~7ペー ジ）。
(47) 産業別組織委員会は，最初， Jレイス (Lewis,John. L)，ヒルマン (Hillman,
Sidney)ら AFL内の産業別組合派によって， 1935年に結成された。その後，
しばらくの間， AFLの内部組織として，いわゆる「二重組合主義」 (dualunio-
nism)をとっていたが， 1938年10月， AFLとの分裂を公式に認めて，産業別組
織会議 (Congressof Industrial Organizations)と名称を変更した。
(48) "Labor Relations"を，「組合対策」と訳す場合もある（たとえば， 木元進一
郎「労務管理と労働組合」労働旬報社， 197杜F)。だが如何なる訳語をあてはめ
るにせよ，それは労働組合が「法的に承隠」され，また全労働者を区別すること
なく包摂しうる組織として登場する段階にいたってはじめて成立する。したがっ
て，それは，長谷川廣氏の主張するように，かつての「組合つぶし的」・「組合排
除的」労務施策とはことなって，労働組合を「いちおう」認めたうえで，それを
資本主義的な社会秩序の枠内におしこめ，資本への積極的な協力者に仕立て上げ
ようとする管理であり，労働組合を資本の立場から組織的に「統制」し，企業の
成功が同時に労働組合の目的となるようにすることを課題としているのである
（長谷川「現代労務管理制度論」青木書店， 1971年， 47~52．ペー ジ参照）。もっ
とも，ここで注意すべきは，ニューディール期における一連の労働立法は確かに
アメリカの労資関係の制度的枠組をドラスティックに変革し，労務管理施策を新
たな発展段階へと導いたものの，その場合にも従来の「組合つぶし的」労務施策
が全く消減したわけではなかったこと，これである。たとえば，地域住民の間に
暴力の恐怖をかきたて，かれらをして組合指導者を弾圧させる，いわゆる「モホ
ーク谷方式」 (MoharkValley Formula)も，この時期 (1936年）に生まれてい
る。さらに，独立の労働組合を承認していくなかで，資本による個々の従業員の
掌握・管理を強化するべく， 1920年代末に開発・体系化された「人間関係論的」
労務管理 (HumanRelations)も大幅に導入されている点を看過してはならな
い。「会社組合」をいわゆる「独立組合」 (Independentunion)に偽装させて，
労使協議制—決して「交渉」ではな＜一の形態にとどめようとする試みもみ
られた。このように， 1930年代におけるアメリカ労務管理の発展は多岐にわたっ
，ており，研究対象としては典味の尽きないところである。この時期の労務管理の
動向を，労働組合運動の展開とのかかわりから追跡していくことは，今後の課題
としたい。
